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1．再生可能エネルギーを巡る動向

再生可能エネルギー（以下，再エネ）導入にあた
り，全国各地で事業計画に対する懸念や反対が生じ
ている．一方，脱炭素への機運は今日に至ってさら
に高まっている．グリーンジレンマと呼ばれるこの
事態は，再エネの迷惑施設化を暗に示している．迷
惑施設は NIMBY（Not In My Back Yard）施設と
も呼ばれ，近隣における立地への反対態度の表明で
ある．かつては，廃棄物処分場や焼却施設が
NIMBY 施設の典型とされ，必要性は理解できる反
面，自宅近くにはいらないという総論賛成各論反対
の現象として理解されてきた．脱炭素社会では，再
エネが NIMBY 施設の主役となりつつある．
　筆者らの研究グループは，再エネ導入に伴う反対
運動や地域トラブルをメディア記事，インタビュー，
アンケートなどにより調べてきた．その経験から，
再エネを巡る総論賛成各論反対は否定しがたい現象
とみている．少なくとも事業への反対がある地域で
も，総論では再エネに賛成する回答者が多い傾向が
みられる．しかし，各論反対の理由はさまざまで単
純に施設が近いからとは言い切れない．地域から眺
望できる山に太陽光発電施設を建設することに反対

運動が起こったケースでは，数キロ離れた比較的遠
くに居住する多くの住民が反対を示した．一方，
500 メートルより近傍に風車が建設されるケースで
強い反対が起こらないケースもある．これらのケー
スは，反対態度を形成する要因を適切に取り除き，
地域と共生するための提案ができれば，近隣でも施
設の立地が可能になることを示唆している．
　このような問題意識から本稿では，まず再エネ導
入による地域トラブルの概況を述べ，地域共生型の
再エネとしていくために，環境配慮と地域貢献の両
面から具体的な方策を提案したい．地球温暖化問題
と地域環境問題のグリーンジレンマを同時解決する
ための方向性を見出したい．

2．再生可能エネルギー導入による地域トラブル

2.1　地域トラブルの発生状況
　再エネ導入をめぐる地域トラブルについて，新聞
記事の検索にもとづく調査結果を表 1 に示す 1）-3）．
ここでは地域トラブルを「環境紛争」と呼び，反対
表明する主体が組織化されていること，その上で反
対の活動が新聞等のメディアにより取り上げられて
いる状態と定義している．
　調査対象時期に差異があるので単純な比較はでき
ないが，バイオマス発電による紛争は 8 件と少ない
のに対し，太陽光 74 件，風力 76 件と多くのトラブ
ルが発生している．ただし，風力は 1999 年 9 月の
北海道稚内市での案件が本調査において国内で初め
て確認された事案であるのに対して，太陽光は
2011 年 7 月（佐賀県神埼市）が最初の事案である
ことから，太陽光の方が比較的最近になって生じて
いることがわかる．その後，固定価格買取制度が施
行された 2012 年 7 月以降に増加し，2015 ～ 2018
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2.3　環境紛争発生後の状況
　次に，紛争発生後の事業の状況について，その後
の報道などをもとに確認したところ，図 1 の通り，
太陽光発電の事業では 4 分の 1 以上の事業が中止さ
れたことがわかった．運転開始に至った事業は 2 割
程度となるが，これらの事業で反対団体の納得が得
られたとは限らない．風力発電の紛争事例を対象に
した調査では 5），運転開始した事業の多くで，計画
地の変更，基数削減，単機出力の縮小などの事業計
画変更が提案されていたとしている．このため，紛
争発生後に事業を進めるのは容易ではなく，いかに
紛争回避するか事前の対応が重要になることがわか
る．

3．小規模事業の問題

3.1　小規模事業と累積的影響
　上述の地域トラブル事例の多くは開発規模が大き
い事業が中心となるが，発電出力が 50kW 未満の小
規模な事業でもトラブルや訴訟につながるおそれが
ある．その理由は，小規模事業の場合，住居エリア
に比較的近い場所に設置され易いこと，小規模でも
林地開発を伴う場合は景観への影響や土砂災害の懸
念につながること，一定のエリアに複数の小規模施
設が建設されることで，実質的に大規模な事業開発
につながるケースがある，といったことが挙げられ
る．
　複数事業による環境影響の問題は，環境アセスメ
ントの分野で「累積的影響（cummulative impact）」
と呼ばれる．太陽光でも近年の大量導入により顕在
化してきたが，その背景には，固定価格買取制度の
下で小規模事業の買取価格が高く設定されてきたこ
とにも関係する．このため，現在は規制されている
が，大規模な事業を小分けにして小規模事業として
実施する事例が生じるといった問題が過去には散見
された．

年は 7 ～ 10 件，2019 年は 18 件と急増した．太陽
光発電にかかわるこれらの事案では建設計画の中止
を求めて提訴に発展する場合もある．
　これらの地域トラブルは北海道から九州まで全国
各地で発生している（表 2）．特に長野県（7 件），
栃木県（6 件），静岡県（5 件），大分県（5 件）など，
事業案件が多い都道府県で多発する傾向にあり，同
一の市町村内で複数発生することも少なくない．
2.2　環境紛争の主な論点
　これら環境紛争の主な論点は，土砂災害などを懸
念する災害（41 ＝事業数）が最も多く，次いで景
観（30），自然保護（12），生態系・動植物への悪影
響（9），水質・漁業への悪影響（9），住環境の悪化

（9），事業者への不信（4），その他（6）となってい
る．風力では野鳥衝突（35），騒音（28），自然保護

（20），景観（19），災害（17）であることから，災害，
景観，自然保護などは両者に共通する論点である．
　とりわけ災害は，太陽光発電事業による 74 件の
環境紛争の 55％を占めている．これは太陽光発電
事業が面開発を伴うという事業特性に起因するが，
それに加えて林地開発する場合や，域外の開発事業
で発生した残土の埋め立て，近年，頻発する豪雨の
影響もあり地域住民の強い懸念や反対を招く要因と
なっている．また「住環境の悪化」は 9 件とそれほ
ど多くはないものの，パネルによる反射光や反射熱
など，太陽光発電事業特有の環境影響が反対理由と
なることもある．また「その他」としては，「観光
イメージの低下」，別荘地周辺での「土地価格の下落」
等がある．

図 1　環境紛争発生後の事業の状況
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表 2　太陽光発電事業の環境紛争発生自治体
都道府県名（紛争発生件数）：市町村名、N=74

北海道（2）：小樽市 滋賀（1）：高島市

青森（1）：六ケ所村 京都（4）：京都市、宇治市他

宮城（3）：大崎市、仙台市他 兵庫（3）：姫路市、赤穂市他

山形（1）：大石田町 奈良（2）：平郡町、山添村

福島（1）：福島市 和歌山（2）：和歌山市他

茨城（1）：つくば市 岡山（2）：岡山市、真庭市

栃木（6）：日光市、足利市他 広島（1）：大竹市

群馬（1）：高崎市 山口（1）：岩国市

埼玉（2）：飯能市、日高市 香川（1）：土庄町

千葉（2）：鴨川市、木更津市 高知（3）：四万十川市他

福井（1）：鯖江市 福岡（3）：飯塚市他

山梨（4）：北杜市、笛吹市 佐賀（1）：神埼市

長野（7）：上田市、富士見町他 長崎（1）：佐世保市

静岡（5）：茅野市、伊豆市他 大分（5）：由布市、宇佐市

愛知（2）：瀬戸市、東浦町 鹿児島（2）：霧島市

三重（3）：鳥羽市、志摩市他
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ていないと考えられるが，ポリゴンを集約したよう
に一体の事業とみなせば，環境アセスメントの対象
事業に相当するものである．再エネの大量導入が進
む中，どこまでを一体の事業とみなして環境影響を
チェックするかは，今後の課題といえよう．

4．地域共生型再生可能エネルギーの要件

　これまで述べてきた通り，再エネの大量導入が進
む中で，地域とのコンフリクトが起きている．これ
にどう対応し，地域と共生する再エネを実現するこ
とができるのか．そのためには大きく二つの要件が
求められる．第一に「環境影響の低減」である．大
規模な山林開発，希少な動植物や生態系の存在，保
全すべき景観への影響など，事業による環境影響や
社会影響をいかに低減できるかが鍵となる．
　第二に「地域便益の創出」である．事業実施によ
る地域にとってのメリットと言ってもよい．これま
で再エネは主として FIT 制度の下で拡大してきた
が，これは発電した電気を系統接続して域外に持ち
出すことを前提にした制度である．地域に再エネが
導入されたとしても，そのエネルギーが地域で利用
されるわけではなく，地域住民にとってのメリット
を見出すことができない．このため，いくら事業者
が環境影響の低減に力を注いでも，地域住民が積極
的に受け入れたいと思えるような心情にはなり難
い．
　地域共生型再生可能エネルギー実現のためには，

「環境影響の低減」によってデメリットを最小化す
ると同時に，「地域便益の創出」によってメリット
を最大化することが求められる．この二つのアプ
ローチを関係者間で議論できる対話の場を設けるこ
とが社会的な合意形成の最重要課題といえる．そこ
で以下では，この二つのアプローチで具体的に何を
すべきかを述べる．

3.2　小規模事業の累積状況
　小規模事業が累積する問題について，その実態を
明らかにするため，静岡県浜松市の事例を紹介す
る6）．浜松市は太陽光発電施設の固定価格買取（FIT）
制度に基づく認定件数が 10,136 件，導入件数 8,787
件でともに全国1位の実績がある（2019年9月時点）．
Google Earth Pro の航空写真から FIT 認定情報を
参照して太陽光発電施設の立地場所を特定し，1,322
のポリゴンデータを作成した．ポリゴンを作成する
際，太陽光パネルが 5 メートル未満の距離に位置し
ている場合は同一事業とみなして一つのポリゴンと
した．
　この 1,322 件のポリゴンをもとに，ポリゴン間の
距離に応じて複数のポリゴンを一つの事業とみなし
た場合に事業規模がどのように変化するかを解析し
た．集約は図 2 に示したように 10，30，50，100 メー
トルの 4 つの間隔を設定して集約した．その結果，
図 3 に示したように，小 / 中規模事業は集約されて
件数が減り，大規模事業は 23 件（集約なし）から
10 メートル集約で 36 件と増え，100 メートル集約
では 50 件と倍以上の数になった．
　これを面積換算すると，50 メートル集約では環
境影響評価条例の第2種規模要件となる20ヘクター
ル以上の事業が 1 件該当し，100 メートル集約では，
20 ヘクタール以上の事業 2 件，第 1 種規模要件の
50 ヘクタール以上の事業が 1 件該当した．これら
の事業は小規模あるいは中規模事業として申請され
たものであるため環境アセスメントの対象にはなっ

図 3　隣接する太陽光発電事業の累積状況（浜松市）
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図 2　隣接する太陽光モジュールポリゴンの集約過程
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　複数案を検討することで関係者の理解がすぐに得
られるとは言えないが，環境配慮の具体的内容や事
業計画の改善内容がより客観的に示されることで，
関係者の理解が拡がり地域の受容性が高まる．今後，
このような取り組みの成功事例が増えていくことが
期待される．
5.2　�環境省・環境社会配慮ガイドラインによる

対応
　環境影響や地域でのトラブルが顕在化する状況で
は，アセスが果たす役割は大きいが，実際にアセス
の対象になる事業は図 4 に示す通り，規模が大きい
ものに限られる．太陽光発電事業の場合，2020 年 4
月からアセスの法対象事業に加えられたが，40MW
以上がアセス必須となる第 1 種規模事業，30MW
から 40MW 未満がアセスの必要性を個々に検討す
る第 2 種規模事業とされている．条例アセスの場合
でも 50 ～ 20 ヘクタール以上を対象規模要件として
いる自治体が多く，発電規模では事業により異なる
がおおよそ 30 ～ 12MW 相当になる．したがって，
アセス条例で太陽光発電事業が対象となる場合で
も，規模が小さい施設はアセスが適用されない．
　このような背景から，太陽光発電事業がアセス法
対象事業に追加される際，中小規模事業の環境配慮
を促すためのガイドラインが環境省により作成され
た（2020 年 3 月公表）8）．このガイドラインは，ア
セス法やアセス条例の対象にならない中小規模事業
を対象に，事業者の自主的な環境配慮を促すことを
目的に作成されたものである．適切な環境配慮と関
係者とのコミュニケーション機会の確保という点で
アセスの考え方と共通するが，やや異なる点もある．
　第一の特徴は，手続きの簡素化の観点である．調
査・予測・評価の結果を図書にまとめて公表する通
常のアセスとは異なり，チェックシートにより必要
な環境配慮やコミュニケーションを確認する仕組み
とした．小規模版（発電出力 50kW 未満が対象）と
標準版（同 50kW 以上が対象）で若干異なるが，小
規模版は，A4 判 4 ページのシートで立地特性や地
域特性に基づいたフロー図から，必要な環境保全措
置を簡単に確認できる．また，予測は反射光や景観
などの限られた場合に留め，実地調査も原則求めて
いないが，無視できない影響が発生するおそれがあ
る場合は，関係市町村や専門家に相談した上で対策
の検討を促している．また環境配慮の項目は 5 項目

（小規模版）～ 8 項目（標準版）に絞っている．こ
のように通常のアセスよりもかなり簡素化している
ことから，「アセスメント」ではなく「環境配慮」

5．環境影響の低減策

5.1　環境アセスメントにおける複数案検討
　環境影響の低減策としてまず留意すべき点は環境
アセスメント（以下，アセス）の適切な実施である．
わが国の環境アセスは 1997 年の法制定により基本
的な枠組みが出来上がり，その後の制度改正を経て
環境配慮とコミュニケーションの両面で進化を遂げ
てきた．2013 年 4 月に完全施行された先の法改正
では，配慮書段階が設けられ，より早い段階で環境
影響を検討し，その結果を文書化して公表する仕組
みが導入された．このような仕組みは他の先進諸外
国でもあまりない “ 手厚い ” 制度といえる．
　しかし，この段階で原則検討することとされる「複
数案」は，大半の再エネ事業では検討されていない
状況にある．本来は，位置・規模・配置・構造等の
複数案を事業や地域の特性を踏まえて作成し，比較
衡量により最適案を提案することが想定されてい
る．環境アセスを世界で初めて法制化した米国では，
複数案検討はアセスメント図書の核心部分であると
され，通常のアセスメントでは例外なく実施されて
いる．複数案を検討することで，環境・経済・社会
面を含む総合的な見地から最適案を見出すことがで
きることに加えて，プロセスを透明化することで説
明責任を果たす，との考え方が根底にある．
　わが国のアセスでも複数案検討の積極的活用が期
待されるが，再エネ事業でもいくつかの事例はある．
太陽光発電施設では長野県内で提案された事業で 3
つの異なる配置案が配慮書段階で比較検討され，そ
の後，方法書段階で太陽光パネルの位置や規模を修
正する提案がなされている 7）．この比較検討におい
て，水源地上流域を含む沢筋一体を計画地から除外
し，太陽光パネル用地面積の縮小，山林斜面を残置
することで集落や道路からの景観に配慮するといっ
たことが検討されている．

図 4　太陽光発電の規模に応じた環境配慮枠組み

1種 2種

長野県,静岡県,三重県,
浜松市,福岡市など

40MW

環境省環境配慮GL
自治体条例/GL

30MW

法アセス

1MW

導入量* 3.5割 4.5割（非住宅）

2割
（住宅）

50-20ha
(30-12MW相当**)

自主アセス

条例
アセス

法 ア セ ス の 対 象 外

10kW以上
商業用施設

* 導入量は2020年3月時点の概算,  ** 事業により異なるためあくまでも参考値
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ている．施設の維持管理や事業終了時の対応は，地
域住民がしばしば気にする点であり，これらについ
ても適切に計画しておくことが，事業に対する受容
性を高め，理解につながることが考えられる．
　このように，アセス自体（調査・予測・評価）は
簡素化する一方，その前後の立地段階と事後段階は
より丁寧な手続きにしてメリハリをつけることで，
環境配慮とコミュニケーションを適切に実施するこ
とができるよう工夫されている．
5.3　ゾーニングによる早期の環境配慮
5.3.1　ゾーニング導入の背景　
　上記のガイドラインは，あくまでも任意の制度な
ので強制力という点で限界はあるが，国が作成・公
表したガイドラインであり一定の効力が期待でき
る．ただし，近年の太陽光発電施設の大量導入を踏
まえると，個別事業ごとにきめ細かく助言・指導す
ることには対応しきれないことが考えられる．また，
ガイドラインのような任意の仕組みでは事業者の協
力が得られにくいといったケースもある．
　そこで自治体によっては，より強制力がある条例
によってコントロールしようとする動きが活発に
なっている．届け出や住民説明機会など手続きの義
務付けに加えて，施設の立地を厳しく規制するよう
なものもある．このような動きは問題が大きい事業
や悪質な業者による開発を抑制するという点で効果
があるが，過度な規制が進むと再エネの大量導入が
難しくなるといった問題もある．保全と開発のバラ
ンスをどのように確保するか，それを実現する仕組
みが次に述べるゾーニングである．
　環境省は，2016 年から地方自治体によるゾーニ
ング導入可能性検討のモデル事業を実施し，2020
年にマニュアル（第 2 版）を公表した 9）．このマニュ
アルは風力発電を対象にしたもので，10 の自治体

（県 2 団体，市町村 8 団体）で先行的に取り組まれ
たゾーニング作成による知見が収められている．そ
の後，本年（2022 年）4 月に施行された改正地球温
暖化対策推進法（改正温対法）は，脱炭素実現に向
けて多様な施策が盛り込まれたが，再エネ導入促進
の観点では促進区域と呼ばれるゾーニングによる早
期段階での環境配慮の仕組みが具体的に示された．
この促進区域の設定においては，風力に加えて太陽
光発電も対象事業として想定されている．2022 年 6
月に環境省からハンドブック（第 2 版）が公表され
た 10）．
5.3.2　ゾーニングの効果と課題
　ゾーニングのポイントは保全と開発のバランスを

のガイドラインとした．
　第二の特徴は，アセスを補強する観点である．既
存のアセス制度では十分カバーしきれない機能が加
えられた．例えば，地域トラブルを回避するために
コミュニケーションをより丁寧に行うようになって
いる．具体的には，図 5 のフロー図に示したように，
設計段階より前の立地検討において重大な影響が生
じないかを地元自治体に確認することを推奨してい
る．この事前相談はとりわけ重要で，法令等規制内
容の確認や説明会の周知範囲を確認することができ
る．通常のアセスの仕組みでは立地検討段階での関
係者のコミュニケーションや手続きの公開を義務付
ける規定はないため，立地に伴うトラブルに対応す
ることには限界がある．早い段階で立地の妥当性を
確認する機会を設けることで，このような問題を回
避することが期待できる．
　また，アセスは事前の予測・評価に基づく仕組み
であるため，施設稼働段階を対象とした事後チェッ
クには限界がある．既存のアセス制度の事後調査も
原則として建設段階までを対象としている．そこで
本ガイドラインでは，施設の維持管理，標識の掲示

（事故や災害等不測の事態への迅速な対応），事業終
了後の撤去や処分計画など，施設稼働や撤去の段階
も含めて，事前に計画しておくことを促すようにし

図 5　環境配慮とコミュニケーションの流れ
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る．
　一方，ゾーニングの課題は作成に時間がかかり，
2 年程度を要することが通常である．また，開発適
地の抽出が十分できず，検討エリアの大部分が保全
エリアとなってしまうケースがある．一般的に検討
範囲が狭くなると促進区域を抽出することが難しく
なるので，県や隣接する自治体間で協力・調整する
ことも考えられる．また，ゾーニングマップは法的
な規制力があるわけではないため，適地以外で事業
提案された場合の扱いが問題となる．一部の自治体
ではゾーニングを条例化して効力を持たせる方法が
取られている．

6．地域貢献の創出策

6.1　地域貢献策
　改正温対法では，促進区域の設定のほかに地域貢
献について考慮することで円滑な合意形成を図るこ
とが提案されている．再エネを NIMBY 施設から
PIMBY（Please In My Back Yard）施設へと転換
していくためには，地域にとってポジティブな要素
を最大限生み出すことが不可欠になる．具体的には，
売電収入の一部還元，災害時の電力供給や発電電力
の自家消費，遊休地や不法投棄場所の廃棄物を撤去
して活用するといった地域の課題解決につなげるな
ど，地域にとってのメリットが具体化されることが
望ましい．
　売電収入の一部還元は，既に多くの自治体で実施
されている．表 3 は農山漁村再生可能エネルギー法
の枠組みで実施された事例の一部を示したもので，
毎年一定額を支払うタイプと発電量に応じて支払う
タイプ（定率）とがある 12）．収入は基金化されて
農林漁業などの産業振興に使われるほか，教育やま

考慮する点にある．図 6 に例示した福島県浪江町の
ゾーニングマップにある通り，「自然環境保全ゾー
ン」と「再エネ導入推進ゾーン」が含まれてい
る 11）．また，ゾーニングでは保全と開発の二元論
ではなく，その中間として調整エリアを設けること
が推奨されている．浪江町では「再エネ導入調整ゾー
ン」がそれにあたるが，これは再エネ導入目標に合
わせて保全するか開発を進めるかを将来的に検討し
ていくエリアとなる．
　保全すべきエリアは複数のレイヤーを重ねて，国
立公園などの環境面，日射量や風況などの事業性（経
済面），住宅からの距離や農地などの社会面が包括
的に検討される．これらは法規制や事業性などの観
点から一律に除外されるエリアと，除外を検討する
調整エリアなどに分けて区分（ゾーニング）される．
このため，自然環境保全地域など国の基準で一律に
除外されるエリアの他に，都道府県や市町村の政策
に基づいて除外されるエリアが含まれる．早期段階
での検討により影響の不可逆性の回避，事業段階を
対象とする通常のアセスでは対応が難しい累積的影
響にも配慮できる．
　これまでは事業者が個別事業において対応してき
た環境配慮が，早期の段階で公共セクターによって
チェックされることで事業の予見性が高まるととも
に，事業アセスの負担が軽減されるといった利点が
ある．例えば，アセス対象となる事業が促進区域内
で提案され，市町村の認定を受けた場合，環境アセ
スの配慮書手続きが省略されるほか，許認可手続き
の窓口を一本化できるといった特例が設けられてい

図 6　太陽光発電のゾーニングマップ（浪江町）

表 3　太陽光発電事業における売電収入の地域還元例
　　（農山漁村再生可能エネルギー法に基づく事例）

注：2019 年 9-12 月調査時点

発電規模 売電収入

（kW） 還元率・年額

北海道 A町 17,500 定額 第一次産業

宮城 B町 14,500 2,000万円／年 獣害対策等

茨城 C市 1,990 3% 集会場、水路

滋賀 D市 1,990 定率 （地域団体で決定）

和歌山 E市 11,000 建設中 約2% 農林漁業に活用予定

鳥取 F町 1,498 約600万円／年 未定

2,209 200万円／年 未定

1,820 200万円／年 未定

H市 914 全額 土地改良事業

490 35万円／年 堰修理などを予定

490 35万円／年 堰修理などを予定

熊本 J市 7,100 非公表 地域組織への支払い

自治体 事業状況 使途

運転開始

運転開始

徳島
G市

愛媛 I市
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ンジレンマの解決につながることが期待される．
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ちの美化など地域全体の利益になるよう使われるこ
ともある．収入をどのように管理運営し，何に使っ
ていくかは地域住民を含む関係者の意向を考慮しな
がら決められる．
6.2　合意形成に向けて
　今後，地域共生型の再エネ実現にあたっては，環
境配慮と地域貢献の両者を十分検討した上で進めて
いくことが求められる．ゾーニングマップの作成を
含めて取り組んでいく場合は一定の時間がかかり，
論点も多岐にわたることから，図 7 に示すように多
様な関係者を含む協議会の場で検討することにな
る．その場合は，一部の関係者だけが閉じた会合で
決めていくことがないようワークショップやセミ
ナーなどのフォーラムを通じて透明性を確保したプ
ロセスとすることがポイントになる．また，野鳥へ
の影響や特定の団体との調整が必要になる場合な
ど，個別協議を設けることも必要になることがある．
このような対話の場を活用し，再エネ促進区域に加
えて，再エネ導入の目標を定めたビジョンも併せて
策定していくことが望ましい．
　岩手県軽米町では，再エネビジョンの中で，風力，
太陽光，バイオマス発電を整備する促進区域を示す
ことに加えて，地域貢献策として発電事業の収入の
一部を基金化して，農林業の発展やまちづくりなど
地域発展を視野に入れた多様な用途が示されてい
る 13）14）．また，協議会で論点となった森林開発に
ついては，町内林野面積全体の上限を 10％に設定
して計画に明記するといった工夫もなされている．
　このように再エネ導入による長短両面を協議会の
場で包括的に検討し，長期を見据えたビジョンを計
画的に作成して町民に提示することで，地域住民を
含む関係者の理解が拡がり，円滑な合意形成が図ら
れる．今後，このような取り組みが拡がり，グリー

図 7　合意形成に向けた協議会による実施体制例
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